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令和３年４月１日施行の 70 歳までの就業機会確保措置 
 

 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部が改正され、令和３年４月１日から施行されます。努力義

務ではありますが、70 歳までの就業機会の確保については多様な選択肢が導入されていますので、以下に紹

介します。同法施行規則、高年齢者就業確保措置の実施及び運用に関する指針も併せて確認してください。 

 

対象年齢 定年から 65 歳まで 65 歳から 70 歳まで 

措置の名称 高年齢者雇用確保措置（変更なし） 高年齢者就業確保措置（新設） 

義務の違い 義務 努力義務 

措置の内容 ①65 歳までの定年引上げ 

②65 歳までの継続雇用制度の導

入（特殊関係事業主によるもの

を含む） 

③定年廃止 

雇
用
に
よ
る
措
置

①70 歳までの定年引上げ 

②70 歳までの継続雇用制度の導入 

（特殊関係事業主に加えて他の事業主によるも

のを含む） 

③定年廃止 

創

業

支

援

等

措

置 

④高年齢者の希望により、70 歳まで継続的に業

務委託契約を締結する制度の導入 

⑤高年齢者の希望により、70 歳まで継続的に以

下に従事できる制度の導入 

 a.事業主自ら実施する社会貢献事業 

 b.事業主が委託、出資する団体が行う社会貢

献事業 

注意点 ・特殊関係事業主（グループ会社）

にて雇用を確保しようとするとき

は、引き続いて雇用することを約

する契約を締結することが要件。 

 

・②にて他の事業主により雇用を確保しようとすると

きは、引き続いて雇用することを約する契約を締結

する必要がある。 

・創業支援等措置は、計画に過半数労働組合・過半数

代表者の同意を得て導入、周知が必要。（雇用によ

る措置に加えて創業支援措置を講ずる場合は同意

を得る必要がないが、同意を得る方が望ましい。）

・複数の措置を講ずる場合には、個々の高年齢者にど

の措置を講ずるか希望を聴取し尊重して決定する

こと。 

対象者基準 ・本来は希望者全員が対象だが、

平成 25 年 3 月 31 日までの労使

協定（継続雇用制度の対象者を

限定する基準）が存在する場合

には、令和 7 年 3 月末まで経過

措置を受けられる。 

・②の継続雇用は 65 歳までと同様、就業規則に定め

る解雇事由又は退職事由に該当する場合には継続

雇用しないことができ、それを就業規則に定めた

り、労使協定として締結できること。 

・②④⑤は対象者基準を定めることも可能（過半数労

働組合等の同意を得ることが望ましい）。 

※有期特措法による無期転換申込権の特例 

 定年後に有期労働契約で継続雇用される高齢者について、労働局長の認定を受けると、無期転換ルー

ルが適用されない特例の規定が設けられています。これまで継続雇用の上限を 65 歳としていたため無

期転換権が発生しなかった企業でも、70 歳までの継続雇用制度を導入する場合には第二種計画認定申請

を出しておくことをおすすめします。 
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